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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期累計期間において、当社の事業の内容について、重要な変更はありません。  

  

回次 
第81期 

第１四半期累計期間 
第82期 

第１四半期累計期間 
第81期 

会計期間 
自  平成26年４月１日
至  平成26年６月30日

自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日 

自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日

売上高 (千円) 4,273,824 4,342,833 17,587,973 

経常利益 (千円) 97,694 71,958 393,718 

四半期(当期)純利益 (千円) 54,866 40,786 195,900 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― 

資本金 (千円) 1,051,974 1,051,974 1,051,974 

発行済株式総数 (株) 21,039,480 21,039,480 21,039,480 

純資産額 (千円) 3,549,795 3,949,795 3,885,096 

総資産額 (千円) 12,444,219 12,395,702 12,608,908 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 2.62 1.95 9.35 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 28.5 31.9 30.8 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

  

 (1) 業績の状況 

当第１四半期累計期間(平成27年４月１日～平成27年６月30日)におけるわが国経済は、企業業績や雇用情勢に改

善が見られ、緩やかな回復基調となりましたが、個人消費の持ち直しは足踏み状態となりました。当業界におきま

しては、消費者の生活防衛意識が高まる中で、販売競争の激化に加え、原材料価格やエネルギーコストの上昇もあ

り、厳しい経営環境となりました。 

このような情勢下におきまして、当社は「おいしく、北海道らしく。」の方針のもと、主力製品の品質向上と育

成をはかるとともに、市場動向やお客様のニーズに即した高付加価値製品の開発ならびに拡販に努めました。ま

た、生産、販売、管理の各部門において業務の見直しや合理化を進め、経営の効率化へ継続して取り組んでまいり

ました。 

製品別の売上状況につきましては、食パン部門は、「絹艶」シリーズが順調に推移するとともに、バラエティ食

パンが伸長し、好調な売上増となりました。菓子パン部門は、「北の国のベーカリー」シリーズや「バゲット」な

どのハード系が伸長したものの、ペストリー等が落込み、前年同期の売上を下回りました。和菓子部門は、串団子

類や季節商品は堅調に推移したものの、蒸しパンやまんじゅう類が伸び悩み、前年同期の売上を下回りました。洋

菓子部門は、ロールケーキの売上が回復したほか、スナックケーキが好調に推移し、売上は増加しました。調理パ

ン・米飯部門は、量販店向けの米飯が堅調に推移し、前年同期の売上を確保しました。 

以上の結果、当第１四半期累計期間の業績につきましては、売上高は4,342百万円(対前年同期比101.6％)と増収

となりましたが、原材料価格上昇の影響を吸収しきれず、営業利益は70百万円(対前年同期比76.5％)、経常利益は

71百万円(対前年同期比73.7％）、四半期純利益は40百万円(対前年同期比74.3％)となりました。 

  

 (2) 財政状態の分析 

当第１四半期会計期間末における資産合計は12,395百万円で前事業年度末に対し、213百万円減少いたしました。

流動資産は4,087百万円で主に現金及び預金が160百万円、売掛金が121百万円減少し、商品及び製品が96百万円増加

した結果、前事業年度末に対し209百万円減少いたしました。固定資産は8,307百万円で前事業年度末に対し3百万円

の減少となりました。負債合計は8,445百万円で、未払法人税等やその他の流動負債（主に未払消費税等）の減少な

どにより、前事業年度末に対し277百万円減少いたしました。純資産合計は3,949百万円で前事業年度末に対し64百

万円増加いたしました。利益剰余金が40百万円、その他有価証券評価差額金が23百万円増加したことによるもので

あります。 

この結果、当第１四半期会計期間末における自己資本比率は31.9％、１株当たりの純資産は188円43銭となりまし

た。 

  

 (3) 研究開発活動 

当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は34百万円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。  

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 84,000,000 

計 84,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成27年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成27年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 21,039,480 21,039,480 札幌証券取引所 
単元株式数は1,000株であり
ます。 

計 21,039,480 21,039,480 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成27年４月１日～ 
平成27年６月30日 

― 21,039,480 ― 1,051,974 ― ― 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成27年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

  

① 【発行済株式】 

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式214株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

      平成27年３月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

78,000 
― 

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

20,792,000 
20,792 同上 

単元未満株式 
普通株式 

169,480 
― 同上 

発行済株式総数 21,039,480 ― ― 

総株主の議決権 ― 20,792 ― 
 

    平成27年３月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
日糧製パン㈱ 

札幌市豊平区月寒東 
１条18－５－１ 

78,000 ― 78,000 0.37 

計 ― 78,000 ― 78,000 0.37 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成27年４月１日から平成27年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、監査法人ハイビスカスによる四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 
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１ 【四半期財務諸表】 

(1) 【四半期貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期会計期間 
(平成27年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 1,960,165 1,799,367 

    受取手形及び売掛金 1,964,033 1,842,295 

    商品及び製品 44,907 141,222 

    仕掛品 35,502 49,039 

    原材料及び貯蔵品 126,787 127,779 

    繰延税金資産 80,286 59,289 

    その他 87,748 70,480 

    貸倒引当金 △2,224 △1,697 

    流動資産合計 4,297,208 4,087,777 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物（純額） 1,443,785 1,444,851 

      機械及び装置（純額） 1,260,043 1,235,165 

      土地 4,662,405 4,662,405 

      その他（純額） 184,861 190,546 

      有形固定資産合計 7,551,095 7,532,968 

    無形固定資産     

      その他 76,906 72,340 

      無形固定資産合計 76,906 72,340 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 534,575 569,459 

      投資不動産（純額） 83,539 83,539 

      繰延税金資産 20,631 5,617 

      その他 46,982 45,842 

      貸倒引当金 △2,031 △1,843 

      投資その他の資産合計 683,698 702,615 

    固定資産合計 8,311,700 8,307,924 

  資産合計 12,608,908 12,395,702 
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                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期会計期間 
(平成27年６月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 2,071,619 2,166,356 

    短期借入金 1,050,000 1,050,000 

    1年内返済予定の長期借入金 510,012 517,212 

    未払法人税等 138,056 10,266 

    賞与引当金 195,216 100,047 

    その他 1,103,194 980,947 

    流動負債合計 5,068,097 4,824,829 

  固定負債     

    長期借入金 877,096 856,368 

    再評価に係る繰延税金負債 1,253,221 1,253,221 

    退職給付引当金 1,478,549 1,466,094 

    役員退職慰労引当金 42,548 40,793 

    その他 4,300 4,600 

    固定負債合計 3,655,714 3,621,076 

  負債合計 8,723,812 8,445,906 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 1,051,974 1,051,974 

    利益剰余金 23,746 64,533 

    自己株式 △9,091 △9,101 

    株主資本合計 1,066,629 1,107,405 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 186,768 210,690 

    土地再評価差額金 2,631,699 2,631,699 

    評価・換算差額等合計 2,818,467 2,842,389 

  純資産合計 3,885,096 3,949,795 

負債純資産合計 12,608,908 12,395,702 
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(2) 【四半期損益計算書】 

【第１四半期累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

売上高 4,273,824 4,342,833 

売上原価 3,012,277 3,102,723 

売上総利益 1,261,547 1,240,110 

販売費及び一般管理費     

  販売費 977,158 974,155 

  一般管理費 192,587 195,719 

  販売費及び一般管理費合計 1,169,745 1,169,875 

営業利益 91,801 70,235 

営業外収益     

  受取配当金 4,914 5,133 

  受取賃貸料 4,989 2,693 

  受取保険金 3,281 - 

  その他 1,955 2,002 

  営業外収益合計 15,140 9,828 

営業外費用     

  支払利息 8,785 8,028 

  その他 462 76 

  営業外費用合計 9,247 8,105 

経常利益 97,694 71,958 

特別利益     

  固定資産売却益 - 207 

  特別利益合計 - 207 

特別損失     

  固定資産売却損 52 - 

  固定資産除却損 2,902 2,780 

  役員退職慰労金 902 - 

  特別損失合計 3,857 2,780 

税引前四半期純利益 93,837 69,385 

法人税等 38,971 28,599 

四半期純利益 54,866 40,786 
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

  

(会計方針の変更等) 

該当事項はありません。 

  

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

該当事項はありません。 

  

(追加情報) 

該当事項はありません。  

  

(四半期貸借対照表関係) 

該当事項はありません。 

  

(四半期損益計算書関係) 

該当事項はありません。 

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  

  

(株主資本等関係) 

前第１四半期累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

１．配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。  

  

  
前第１四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 
至 平成26年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成27年４月１日 
至 平成27年６月30日) 

減価償却費 101,887千円 103,053千円 
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当第１四半期累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日) 

１．配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。  

  

(金融商品関係) 

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

  

(有価証券関係) 

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

  

(デリバティブ取引関係) 

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。  

  

(持分法損益等) 

関連会社に関する事項 

前第１四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日) 

関連会社がないため、記載しておりません。 

  

当第１四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日) 

関連会社がないため、記載しておりません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ．前第１四半期累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

当社は、食品関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

Ⅱ．当第１四半期累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日) 

当社は、食品関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。  

  

２ 【その他】 

  

該当事項はありません。  

  

項目 
前第１四半期累計期間 

(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

(1) １株当たり四半期純利益金額 2円62銭 1円95銭 

    (算定上の基礎)     

    四半期純利益(千円) 54,866 40,786 

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 54,866 40,786 

    普通株式の期中平均株式数(株) 20,963,842 20,961,233 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― ― 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

平成27年８月７日

日糧製パン株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日糧製パン株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第82期事業年度の第１四半期会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日糧製パン株式会社の平成27年６月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

監査法人ハイビスカス 
 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士    藤  川  芳  己    印 
 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士    大    塚    克    幸    印 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



  

【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 北海道財務局長 

【提出日】 平成27年８月11日 

【会社名】 日糧製パン株式会社 

【英訳名】 NICHIRYO BAKING CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  吉 田 勝 彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 札幌市豊平区月寒東１条18丁目５番１号 

【縦覧に供する場所】 証券会員制法人 札幌証券取引所 

  (札幌市中央区南１条西５丁目14番１号) 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長 吉田勝彦は、当社の第82期第１四半期（自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日）の

四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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